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「オンライン接見」の実現に向けた議論を求める会長声明 

 

 

１ 現在、刑事手続のＩＴ化の議論が、法務省の検討会（「刑事手続における情報通信

技術の活用に関する検討会」。以下、単に「検討会」という。）で進められている。

検討会では、刑事手続について情報通信技術を活用する方策に関し、現行法上の法的

課題を抽出・整理した上で、その在り方が検討されている。 

検討会における論点項目として、「書類の電子データ化、発受のオンライン化」

「捜査・公判における手続の非対面・遠隔化」が挙げられており、この中で、「被疑

者・被告人との接見」も掲げられ、「ビデオリンク方式」（対面していない者との間

で、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話することができ

る方法）による接見（以下「オンライン接見」という。）を行うことが検討対象とな

っている。 

２ 今日においても、身体を拘束された被疑者・被告人が、弁護人との接見を行う前

に、取調べや自白を強要されるような実態があり、現在、日本弁護士連合会では、で

きる限り早期に被疑者の権利の保護をするため、逮捕段階における公的弁護制度の創

設が議論されている。この逮捕段階における公的弁護制度が法制化した際に、早期の

被疑者の権利保護をするために、逮捕直後における迅速な接見を行う必要がある。対

面による接見を速やかに行うことが重要であることはいうまでもないが、オンライン

接見は、被疑者・被告人の防御権の保障という観点から、さらに速やかな弁護人接見

を確保するために、実現する必要性が高い。 

３ 検討会における議論の中で、オンライン接見に対しては、設備や予算その他の問題

が指摘され、また、なりすましや罪証隠滅のおそれなどを理由にオンライン接見を実

施する場所（アクセスポイント）を限定したり秘密交通権の保障のない制度も検討さ

れている。 

しかし、新たな設備の整備等が必要なのは、令状手続のオンライン化をはじめとす

る刑事手続のＩＴ化全般に妥当することである。遅滞なく通信し、協議するための十

分な機会、時間及び設備を提供されなければならないことは、国連被拘禁者処遇最低

基準規則にも定められているところであり、被疑者・被告人が弁護人の援助を受ける

権利を実現するための設備等も当然に国の責任において提供されるべきである。 

 なりすましや罪証隠滅のおそれについても抽象的なものにすぎないし、それらを防

止することが求められるとしても、アクセスポイントを限定する方法ではなく、具体
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的で効果的な方法が検討されるべきである。特に、秘密交通権の保障のない制度では

憲法で保障する被疑者・被告人の弁護人の援助を受ける権利が没却されることにな

り、制度として秘密交通権が保障された弁護人とのオンライン接見が実現されなけれ

ばならない。諸外国においても被疑者・被告人が電話で弁護人の助言を受けることが

一般的に行われていることからしても、検討会で指摘されている問題は解決可能であ

る。 

４  刑事手続のＩＴ化やオンライン接見の議論は、何よりも被疑者・被告人の人権保

障を拡充するという観点で進められるべきである。当会は、オンライン接見の実現に

向け、検討会において更に具体的な議論が尽くされることを強く求める。 

以上 

  ２０２３年（令和５年）５月８日 

               佐賀県弁護士会 

会長  櫻田 康則 

 


